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〔応援協定等〕

○災害時における相互応援に関する協定書

（協定の趣旨）

第１条 中部西関東市町村地域連携軸協議会（以下「協議会」という。）は、協議会構成会員市町村

（以下「協定市町村」という。）において大規模な災害が発生した場合における相互応援につい

て、必要な事項を定めるものとする。

（応援の種類）

第２条 応援の種類は、次のとおりとする。

(1) 救援及び災害復旧に必要な職員等の派遣

(2) 被災者の救出、医療及び防疫並びに応急復旧に必要な職員等の派遣

(3) 被災者の救出、医療及び防疫並びに応急復旧に必要な物資及び資機材の提供

(4) 食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な機材の提供

(5) 救援活動及び災害復旧活動に必要な車両の提供

(6) 被災者を一時収容するための施設の提供

(7) 前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項

（応援体制の確保）

第３条 協定市町村は、迅速な応援体制を確保するため、当該地域を３つのブロックに分け、それぞ

れのブロックにブロック長及び副ブロック長を置くものとする。

（情報の共有）

第４条 協定市町村は、災害時の相互応援に備えるため、防災に関する情報について相互に交換し、

共有するものとする。

（応援要請）

第５条 災害を受けた協定市町村が応援の要請をしようとするときは、電話、ファックス等により要

請するものとする。

（応援の自主出動）

第６条 報道機関等の情報により、協定市町村に災害が発生したことを知った他の協定市町村は、前

条の規定による要請がない場合でも、必要な応援を行うことができるものとする。

（派遣職員の指揮）

第７条 応援のために派遣された職員は、災害を受けた協定市町村の災害対策本部の指揮下に入るも

のとする。

（経費の負担）

第８条 応援のために要した経費の負担は、法令その他特別に定めがあるものを除くほか、次の各号

に掲げるとおりとする。

(1) 応援のため又は情報収集のために職員等を派遣することに要した経費は、派遣側の協定市町村

が負担する。

(2) 救援物資の調達、その他要請による援助に要した経費は、援助を受けた協定市町村が負担す
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る。

（細目協定）

第９条 この協定の実施に関する細目については、別に定める。

（疑義の解決）

第10条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度、協定市町

村が協議して定めるものとする。

附 則

この協定は、平成９年８月６日から施行する。

佐 久 市 長 昭 和 町 長

臼 田 町 長 田 富 町 長

佐 久 町 長 八 田 村 長

小 海 町 長 白 根 町 長

川 上 村 長 芦 安 村 長

南 牧 村 長 若 草 町 長

南 相 木 村 長 櫛 形 町 長

北 相 木 村 長 甲 西 町 長

八 千 穂 村 長 上九一色村長

甲 府 市 長 三 珠 町 長

韮 崎 市 長 市川大門町長

双 葉 町 長 六 郷 町 長

明 野 村 長 下 部 町 長

須 玉 町 長 増 穗 町 長

高 根 町 長 鰍 沢 町 長

長 坂 町 長 中 富 町 長

大 泉 村 長 早 川 町 長

小 淵 沢 町 長 身 延 町 長

白 州 町 長 南 部 町 長

武 川 村 長 富 沢 町 長

竜 王 町 長 静 岡 市 長

敷 島 町 長 清 水 市 長

玉 穂 町 長

〔災害時における相互応援に関する協定実施細目〕

（趣旨）

第１条 この実施細目は、災害時における相互応援に関する協定書（以下「協定書」という。）の実

施について必要な事項を定める。

（備蓄リストの整備）

第２条 協定書第４条の規定による情報を共有するために、協定市町村は食糧、その他物資等の備蓄
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リスト（第１号様式）を整備し、相互に活用する。

（応援要請手続き）

第３条 協定書第５条の規定による応援手続きは、次に掲げる事項を明らかにし、後日、応援要請書

（第２号様式）を提出する。

(1) 被害の種類、場所、状況

(2) 物的な応援を要請する場合には、品名、数量等

(3) 人的な応援を要請する場合には、職種、人数及び業務内容

(4) 応援場所及び交通経路並びに応援機関

(5) 被災者の一時収容を要請するときは、世帯数及び人数

(6) 前各号に掲げるもののほか、必要な書類

２ 前項の規定により応援した協定市町村は、速やかに応援通知書（第３号様式）を応援要請した協

定市町村へ送付する。

（応援物資等の受領通知）

第４条 応援を受けた協定市町村は、前項第２項の応援通知書に基づく物資等を受領したときは、応

援物資等受領書（第４号様式）を応援を要請した協定市町村へ送付する。

（連絡方法）

第５条 災害が発生した場合の協定市町村間における連絡方法については、次のとおりとする。

(1) 災害を受けた協定市町村は、各ブロックのブロック長（災害を受けた協定市町村がブロック長

の場合は副ブロック長）へ連絡する。

(2) 前号により連絡を受けた各ブロックのブロック長又は副ブロック長は、同ブロック内協定市町

村との連絡・調整を図り、必要な指示・要請を行うものとする。

(3) 応援する協定市町村は、各ブロックのブロック長又は副ブロック長からの指示要請に基づき応

援を行う。

（応援終了の報告）

第６条 応援した協定市町村は、応援を終了したときは、応援終了報告書（第５号様式）を災害を受

けた協定市町村へ送付する。

（連絡担当部局）

第７条 各応援協定市町村は、災害時に効率的な相互応援ができるよう、あらかじめ連絡担当部局を

定め、必要な事項について緊密な連絡を行うものとする。

附 則

この実施細目は、平成９年８月６日から施行する。

様式 略

※ 市町村名等は、協定締結当時のもの
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○大規模災害等発生時における相互応援に関する協

定書

（趣旨）

第１条 この協定は、山梨県市長会を構成する市長の協議により、甲府市、富士吉田市、都留市、大

月市、韮崎市、南アルプス市、甲斐市、笛吹市、北杜市、上野原市、山梨市、甲州市及び中央市

（以下「都市」という。）において、大規模な災害及び市国民保護計画が対象とする事態（以下

「大規模災害等」という。）が発生し又は発生する恐れがある場合には、被害を受けた若しくは受

ける恐れがある都市（以下「被災都市」という。）のみでは十分な救護等の応急措置が実施できな

い場合若しくはできないと判断される場合に、災害対策基本法及び相互友愛精神に基づき都市間の

総合応援協力を行うため、必要な事項を定めるものとする。

（連絡担当部課）

第２条 都市は、大規模災害等発生時の相互応援を円滑に実施するため、あらかじめ別紙（様式第１

号）のとおり相互応援に関する連絡担当部課を定めるものとする。

（応援の種類）

第３条 応援の種類は、次のとおりとする。

(1) 食料、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供

(2) 救援及び救助活動に必要な車両等の提供

(3) 被災者及び避難者（以下「被災者等」という。）の救出・医療・防疫・施設の応急復旧等に必

要な資機材及び物資の提供

(4) 被災者等を一時受入れるための施設の提供

(5) 救助及び応急復旧に必要な職員の派遣

(6) 前各号に掲げるもののほか、被災都市が必要と認めるもの

（応援要請の手続）

第４条 被災都市が応援の要請をするときは、次の各号に掲げる事項を明らかにし、第２条の連絡担

当部課を通じ別に定める様式（様式第２号）により文書にて要請するものとする。ただし、緊急の

場合にあっては、電話又は電信（ファックス・メール等）などにより応援を要請し、後日、速やか

に文書を提出するものとする。

(1) 被害の状況

(2) 前条第１号から第４号及び第６号に掲げるものの品名、規格、数量等

(3) 前条第５号に掲げる職員の職種別及び人員

(4) 応援を受ける場所及びその経路

(5) 応援を受ける期間

(6) 前各号に掲げるもののほか必要な事項

（応援経費の負担）

第５条 応援に要した経費の負担は、法令その他別に定めがあるものを除くほか、次の各号の掲げる

とおりとする。

(1) 職員の派遣に要した経費は、応援を行う都市が支弁する。

(2) 救援物資の調達その他応援に要した経費は、被災都市が負担する。
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(3) 被災都市が前号に規定する経費を支弁するいとまがなく、かつ、被災都市から要請があった場

合は、応援する協定都市は、当該経費を一時繰替支弁するものとする。

（災害補償等）

第６条 第４条の定めにより派遣された応援活動に従事する職員（以下「応援職員」という。）が、

その活動により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又はその活動に従事したことによる負傷

若しくは疾病により死亡し、若しくは廃疾となった場合においては、本人又はその遺族に対する損

害賠償は、応援を行う都市が負うものとする。

２ 応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が被災都市への往復途中に生じ

たものを除き、被災都市がその賠償の責めを負うものとする。

（応援の自主出動）

第７条 都市は、被災都市との通信の途絶等により連絡がとれない場合で、緊急に応援を行う必要が

あると認められるときは、自主的判断により被災都市に対し応援を行うことができる。

２ 自主出動した都市は、情報収集を行うとともに、被災都市に応援内容と情報の提供をできるだけ

早期に行うよう努める。

３ 第１項の規定により職員を派遣した場合には、被災都市から第４条の規定に基づく応援要請が

あったものとみなす。

（資料等の交換）

第８条 都市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう地域防災計画、国民保護計画及びその

他必要な資料等を相互に交換するものとする。

（市町村合併による取扱い）

第９条 構成都市が合併した場合は、合併した市がこの協定を継承するものとする。

（協議）

第10条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施に関し必要な事項は、その都度協議して定め

るものとする。

（施行期日）

第11条 この協定は、平成19年１月12日から施行する。

この協定の成立を証するため、都市署名押印のうえそれぞれ一通を保有する。

平成19年１月12日

山梨県甲府市丸の内一丁目18番１号

甲府市長

山梨県富士吉田市下吉田1842番地

富士吉田市長

山梨県都留市上谷一丁目１番１号

都留市長

山梨県大月市大月二丁目６番20号

大月市長

山梨県韮崎市水神一丁目３番１号

韮崎市長

山梨県南アルプス市小笠原376番地
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南アルプス市長

山梨県甲斐市篠原2610番地

甲斐市長

山梨県笛吹市石和町市部777番地

笛吹市長

山梨県北杜市須玉町大豆生田961番地１

北杜市長

山梨県上野原市上野原3832番地

上野原市長

山梨県山梨市小原西955番地

山梨市長

山梨県甲州市塩山上於曽1040番地

甲州市長

山梨県中央市臼井阿原301番地１

中央市長
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様式第１号

大規模災害等発生時の連絡担当部課 （ 市）

連絡部課名

地上

県防災無線電話番号

衛星

衛星携帯電話可搬用電話番

号

責任者
連絡担当者

補助者

ＴＥＬ

携 帯

ＴＥＬ

ＦＡＸ

責任者

e―mail

ＴＥＬ

携 帯

ＴＥＬ

ＦＡＸ

勤務時間内

補助者

e―mail

ＴＥＬ

携 帯

ＴＥＬ

ＦＡＸ

責任者

e―mail

ＴＥＬ

携 帯

ＴＥＬ

ＦＡＸ

連絡先電話

番号等

勤務時間外

補助者

e―mail

備考

連絡担当者に変更が生じたときは、速やかに通知するものとする。
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様式第２号

号

年 月 日

様

住 所

氏 名

大規模災害等発生による応援要請について

大規模災害等発生時における相互応援に関する協定書第４条に基づき、次のとおり援助の要請を

いたします。

項 目 内 容

(1) 被害状況

(2) 応援内容の種類

(3)
応援を要する職種

別人員

(4)
応援場所、到達経

路

(5) 応援を受ける期間

(6)
その他応援に必要

な事項
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○災害時の応援に関する協定書

（趣旨）

第１条 相良町、御前崎町、敷島町、竜王町、昭和町、田富町及び玉穂町（以下「７町」という。）

において、災害が発生した場合における災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第67条第１項の

規定に基づく応援を円滑に遂行するため、必要な事項を定めるものとする。

（応援の種類）

第２条 応援の種類は、次のとおりとする。

(1) 災害応急措置及び応急復旧に必要な資機材及び物資の提供

(2) 生活必需物資及びその供給に必要な資機材の提供

(3) 災害応急措置及び応急復旧に必要な車両等の貸与

(4) 災害応急措置及び応急復旧に必要な職員等の派遣

(5) 前各号に定めるもののほか特に要請のあった応援

（応援要請の手続）

第３条 応援を必要とする町長は、次の事項を記載した書面により要請するものとする。ただし、緊

急の場合は、電話、電信等により要請し、その後、速やかに書面を提出するものとする。

(1) 被害の状況

(2) 前条第１号から第３号に掲げる物の品名、数量等

(3) 前条第４号に掲げる者の職種別ごとの人員

(4) 応援の場所及び当該応援の場所への経路

(5) 応援の期間

(6) 前各号に掲げるもののほか必要な事項

（緊急応援）

第４条 事態が緊急を要する場合は、前条の規定による要請の有無にかかわらず、必要な応援を行う

ものとする。この場合における応援は、前条の規定に基づく応援要請があったものと見なす。

（指揮権）

第５条 応援に従事する職員等は、当該応援を求めた町長の指揮の下に行動するものとする。

（経費の負担）

第６条 応援に要した費用は、法令その他に特段の定めがあるものを除くほか、原則として応援を

行った町が負担するものとする。ただし、これにより難いときは、その都度協議して定めるものと

する。

（連絡の窓口）

第７条 ７町の長は、予めそれぞれの町における応援に関する連絡担当部課を定め、災害が発生した

場合は、相互に連絡するものとする。

（情報の交換）

第８条 この協定に基づく応援を円滑に行うため、地域防災計画その他防災に関する情報を相互に交

換するものとする。

（協議）
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第９条 この協定に定めのない事項で、特に必要が生じた場合は、７町の長がその都度協議して定め

るものとする。

２ この協定の実施に関し必要な事項は、第７条の連絡担当部課の長が協議して定めるものとする。

３ 前２項にさだめる事項を定期的に協議するため、７町広域災害連絡協議会を設置することができ

る。

附 則

この協定は、平成９年11月27日から施行する。

この協定の成立を証するため、本書７通を作成し、７町の長が押印のうえ、それぞれ１通を保有す

る。

相 良 町 長 御前崎町長

敷 島 町 長 竜 王 町 長

昭 和 町 長 田 富 町 長

玉 穂 町 長

※ 町名等は、協定締結当時のもの
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○消防相互応援協定

第１条 この協定は、消防組織法（昭和22年法律第226号）第21条の規定に基づき、甲府地区広域行

政事務組合、甲府市、甲斐市（合併前の双葉町の区域は除く）、中央市及び昭和町との消防の相互

応援に関して定めるものとする。

第２条 この協定は、火災等の災害発生の際、相互の消防力を活用して、災害による被害を最小限度

に防止することを目的とする。

第３条 火災による相互応援の出場は、甲府地区広域行政事務組合消防本部消防隊出場規程により出

場するものとする。

２ その他の災害が発生し応援を必要とする場合にあっては、被応援側の長の要請により出場するも

のとする。

第４条 現場の指揮は消防組織法第15条第３項によるものとする。

但し、消防活動を迅速且つ効果的に行うために相互に理解と緊密な連携を保たなければならな

い。

第５条 応援のために要した経常的経費並びに事故（隊員、器材、その他）により生じた経費は応援

側の負担とする。

２ 前項以外の経費は甲府地区広域行政事務組合の負担とする。

第６条 この協定の運用について疑義を生じたときはその都度協議して決定するものとする。

第７条 本協定を証するため正本５通を作成し協定市町等がそれぞれ１通を保管するものとする。

第８条 昭和48年７月14日付で締結した協定は廃止する。

附 則

１ この協定は平成18年４月１日から効力を生ずる。

上記のとおり協定する。

平成18年４月１日

甲府市伊勢三丁目８番23号

甲府地区広域行政事務組合管理者

甲府市丸の内一丁目18番１号

甲 府 市 長

甲斐市篠原2610番地

甲 斐 市 長

中央市臼井阿原310番地１

中央市長職務執行者

中巨摩郡昭和町押越542番地２

昭 和 町 長
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○中央自動車道消防相互応援協定書

消防組織法（昭和22年法律第226号）第21条第２項の規定に基づき、下記市町、一部事務組合（以

下「関係団体」という。）の区域内の中央自動車道（以下「高速道路」という。）における消防業務に

関する相互応援について、次のとおり協定する。

上野原市、大月市、都留市、富士五湖広域行政事務組合、富士吉田市、西桂町、富士河口湖町、

東山梨行政事務組合、甲州市、東八代広域行政事務組合、笛吹市、甲府地区広域行政事務組合、甲

府市、甲斐市、中央市、昭和町、峡北広域行政事務組合、韮崎市、北杜市

（目的）

第１条 この協定は、高速道路における、火災または救急事故等（以下「災害」という。）を円滑迅

速に処理するため、関係団体が相互に応援することを目的とする。

（体制・応援）

第２条 関係団体の消防機関は、高速道路における災害を覚知したときは、別表に定める区分により

出場する。

２ 前項の規定により出場した先着消防隊の最高指揮者が必要と認めたときは、他の関係団体へ消防

隊の応援を求めることができる。この場合の応援要請は、災害発生地の関係団体の長から要請が

あったものとみなす。

（連絡）

第３条 消防機関がその管轄する行政区域以外の地域において消防業務に従事したときは、その災害

の状況を、災害発生地を管轄する消防機関の消防長に通報するものとする。

（現場の指揮）

第４条 この協定に基づき応援のため出場した消防隊は、災害発生地の消防隊が現場に到着していな

い場合においては、先着隊の最高指揮者の下に行動するものとする。ただし、災害発生地を管轄す

る消防隊が出場したときは、その最高指揮者の下に行動するものとする。

（災害の調査）

第５条 高速道路における火災並びに多数傷病者発生等の特異な災害の原因及び損害の調査は、原則

として当該災害地を管轄する消防機関が行うものとする。ただし、これによりがたいときは、別表

消防機関に調査等を依頼することができる。

（報告）

第６条 災害の報告は、火災報告取扱要領（昭和43年11月11日消防総第393号）及び救急事故報告要

領（昭和57年12月28日消防救第53号）によるものとする。

（経費の負担）

第７条 この協定により出場した経費の負担については、次の各号に定めるところによるものとす

る。

(1) 応援消防隊の給与及び公務災害補償、機械器具等に要する費用は、当該消防隊の属する関係団

体が負担する。

(2) 消防業務が長時間にわたる場合の燃料補給、食料等に要する費用は、災害発生地の関係団体が

負担する。
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(3) 前２号に定める経費以外の経費に関しては、必要のつど関係団体が協議して決定する。

（情報の交換）

第８条 関係団体は、この協定の適正な運用を期するため、必要な情報を相互に交換するものとす

る。

（補則）

第９条 この協定の実施について、必要な事項は、関係団体が協議のうえ決定する。

附 則

１ この協定は、平成18年６月14日より施行する。

２ 昭和58年11月１日付けで締結した「中央自動車道消防相互応援協定書」は廃止する。

３ 本協定を証するため本協定書19通を作成し、それぞれ記名押印のうえ各１通を保管する。

上野原市長

大月市長

都留市長

富士五湖広域行政事務組合代表理事

富士吉田市長

西桂町長

富士河口湖町長

東山梨行政事務組合管理者

甲州市長

東八代広域行政事務組合代表理事

笛吹市長

甲府地区広域行政事務組合管理者

甲府市長

甲斐市長

中央市長

昭和町長

峡北広域行政事務組合代表理事

韮崎市長

北杜市長
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別表

中央自動車道における消防業務体制

西宮線 富士吉田線

供用開始時期 Ｓ.52.12.10 Ｓ.57.11.10 Ｓ.55.３.26 Ｓ.44.３.26

県 名 神奈川県 山 梨 県 長野県 山 梨 県

関係（通過）

市 町 名

相
模
原
市

藤
野
町

上
野
原
市

大
月
市

甲
州
市

笛
吹
市

甲
府
市

中
央
市

昭
和
町

甲
斐
市

韮
崎
市

北
杜
市

富
士
見
町

大
月
市

都
留
市

西
桂
町

富
士
吉
田
市

富
士
河
口
湖
町

Ｉ．Ｃ区間距離 ←4.9→ ←20.1→ ←19.7→ ←6.2→←9.3→←7.7→←11.2→ ←7.0→8.6→8.3→←12.5→ ←7.2→ ←23.5→

Ｉ．Ｃ名

相
模
湖

上
野
原

大
月

（
大
月
ｊ
ｃ
ｔ
）

勝
沼

一
宮
御
坂

甲
府
南

甲
府
昭
和

（
双
葉
ｊ
ｃ
ｔ
）

韮
崎
須
玉
長
坂
小
淵
沢

諏
訪
南

大
月 （
都
留
）

河
口
湖

上
り
線
（
機
関
）

相
模
原
市

上
野
原
市

（
談
合
坂
）

大
月
市

（
笹
子
ト
ン
ネ
ル
東
坑
口
）

東
山
梨
行
政
（
事
）

東
八
代
広
域
行
政
（
事
）

甲
府
地
区
広
域
行
政
（
事
）

峡
北
広
域
行
政
（
事
）

諏
訪
広
域
連
合
（
事
）

大
月
市

（
西
桂
町
民
グ
ラ
ン
ド
）

富
士
五
湖
広
域
行
政
（
事
）

業
務
実
施
機
関

下
り
線
（
機
関
）

相
模
原
市

（
談
合
坂
）

上
野
原
市

大
月
市

東
山
梨
行
政
（
事
）

（
笹
子
ト
ン
ネ
ル
西
坑
口
）

東
八
代
広
域
行
政
（
事
）

甲
府
地
区
広
域
行
政
（
事
）

峡
北
広
域
行
政
（
事
）

諏
訪
広
域
連
合
（
事
）

（
西
桂
町
民
グ
ラ
ン
ド
）

大
月
市

富
士
五
湖
広
域
行
政
（
事
）
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○災害時における田富郵便局、田富（玉穂）町間の

協力に関する覚書

田富郵便局長（以下「甲」という。）及び田富町長（以下「乙」という。）は、田富町内に発生した

地震その他による災害時において、相互の友愛精神に基づき、田富町及び田富郵便局が相互に協力

し、必要な対応を円滑に遂行するため、次のとおり覚書を締結する。

（用語の定義）

第１条 この覚書において、「災害」とは、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１号に

定める災害をいう。

（協力要請）

第２条 甲及び乙は、田富町内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は相互に協力を

要請することができる。

(1) 災害救助法適用時における郵便・為替預金・簡易保険の郵政事業に係わる災害特別事業取扱い

及び援護対策

(2) 甲が所有し、又は管理する施設及び用地の避難場所、物資集積場所等としての提供

(3) 乙が所有し、又は管理する施設及び用地の提供

(4) 郵便局又は田富町が収集した被災市民の避難先及び被災状況の情報の相互提供

(5) 甲は必要に応じ避難場所に臨時に郵便差出箱を設置

(6) その他前記(1)～(5)に定めのない事項で、協力できる事項

（協力の実施）

第３条 両者は、前条の規定による要請を受けたときは、その重要性に鑑み、協力するよう努めなけ

ればならない。

（経費の負担）

第４条 第２条に規定する協力要請に対して、協力をした者が要した経費については、法令その他に

別段の定めがあるものを除くほか、それぞれ要請をした者が、適正な方法により算出した金額を負

担する。

２ 前項の負担につき疑義が生じたときは、両者が協議をし、負担すべき額を決定する。

（災害対策本部への参加）

第５条 田富町の災害対策本部のメンバーに田富郵便局長が加わることができる。

（災害情報等連絡体制の整備）

第６条 甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するものとす

る。

（防災訓練への参加）

第７条 田富郵便局は、田富町若しくは各自治会の行う防災訓練等に参加することができる。

（情報の交換）

第８条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報の交換を行

う。

（連絡責任者）

第９条 この覚書に関する連絡責任者は、甲においては田富郵便局長、乙においては、田富町災害対
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策本部長とする。

（協議）

第10条 この覚書に定めのない事項及びこの覚書に関し疑義が生じたときは、両者が協議し決定す

る。

この覚書の締結を証するため、この書面２通を作成し、甲乙両者が記名押印の上、各自その１通を

保管する。

平成９年９月30日

郵政省

田富郵便局長

田富町

田 富 町 長

※ 町名等は、覚書締結当時のもの

※ 旧玉穂町も同日にて締結
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○道路損傷等の情報提供に関する覚書

田富町（以下「甲」という。）と東京電力(株)櫛形営業所（以下「乙」という。）は、町内のゴミの

不法投棄・道路損傷等及び電線設備等の不具合箇所に関する情報提供とその措置について、次のとお

り覚書を交わすものとする。

（提供する情報）

１ この覚書により甲乙間において提供する情報は、業務中において収集された情報に限る。

２ 乙が甲に提供する情報は、次の事項に関するものとする。

(1) 道路標識等の損傷

(2) 道路・橋・トンネル等の陥没、崩落の危険個所

(3) ゴミの不法投棄の発見

３ 甲が乙に提供する情報は、次の事項に関するものとする。

(1) 電線への樹木の倒壊・接触等

(2) 電柱の傾斜等

４ 自然災害等のやむをえない事情がある場合、両者は一時的に情報の収集を中止することもあるも

のとする。

（措置に関する情報）

５ 提供を受けた情報に関し、甲乙互いにその措置状況等を通知する。

（情報の責任者）

６ この覚書による情報の取扱者は、それぞれ次のとおりとする。

甲 田富町 総務課長

乙 東京電力(株)櫛形営業所 総務グループマネージャー

（通信手段）

７ 甲乙間における通知は、原則として別紙様式により、郵送（ファクシミリ可）で行うものとす

る。ただし、緊急時の事項又はこれにより難しいと認められる場合は、この限りではない。

（情報提供時期）

８ 甲乙両者は、次の区分により情報を提供する。

(1) 定期通報 毎週月曜日（発送日）

(2) 緊急情報 緊急を要すると認められた場合についてはその都度とする。

（情報を公開する場合）

９ この覚書に基づき収集した情報の内容に関する事項については、甲乙両者が了解した場合を除き

公表しない。

10 この覚書に定めのない事項及びこの覚書に疑義を生じた時は、甲乙両者が協議して定めるものと

する。

11 この覚書が定める事項は、平成13年11月20日から実施するものとする。この覚書の証として正本

２通を作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を保有するものとする。
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平成13年11月20日

甲 中巨摩郡田富町臼井阿原301―１

田 富 町 長

乙 中巨摩郡櫛形町小笠原429―１

東京電力株式会社

櫛形営業所長

※ 町名等は、覚書締結当時のもの
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○災害時における応急対策業務の実施に関する協定

書

中央市（以下「甲」という。）と中央市建設協力会（以下「乙」という。）は、甲の管理する公共土

木施設及び土地改良施設等（以下「公共土木施設等」という。）において、地震災害、風水害その他

の災害（以下「災害」という。）が発生し、又は発生するおそれがある場合の応急対策に係る業務

（以下「応急対策業務」という。）の実施に関し、次のとおり協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、公共土木施設等における災害時の応急対策業務の実施に関し、甲が乙に対して

協力を要請する場合の必要な事項を定めるものとする。

（協力要請）

第２条 甲は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、乙の所属会員が所有する建

設資機材及び労働力（以下「建設資機材等」という。）の応援が必要と認めるときは、乙に協力を

要請することができる。

２ 乙は、甲から協力要請があったときは、特別の理由がない限り、甲に協力するものとする。

３ 甲からの協力要請は、文書で行うものとする。ただし、緊急を要する場合は、口頭により行い、

その後速やかに文書により行うことができる。

（応急対策業務）

第３条 甲が乙に対して協力を要請する応急対策業務の内容は、次のとおりとする。

(1) 公共土木施設等の機能の確保等、緊急を要する公共施設の応急復旧作業

(2) 緊急を要する建設資機材等の調達及び輸送

(3) その他甲が必要とする業務

（協力体制の整備）

第４条 乙は、甲からの協力要請に迅速かつ的確に対応するため、あらかじめ、その地区ごとに協力

体制を整備し、その内容を甲に報告するものとする。

（応急業務実施者）

第５条 乙は、甲から第１条の規定による要請があったときは、ただちに業務を実施する乙の会員

（以下「実施会員」という。）を決定の上業務の実施体制等を組織し、次に掲げる事項を記載した

受諾書により甲に回答するものとする。ただし、文書をもって回答することが困難な場合は、口頭

で回答し、その後速やかに文書を提出するものとする。

(1) 実施会員名

(2) 建設資機材等の車種、台数、人員等

(3) 日時、場所及び期間

(4) その他必要な事項

（応急対策業務の指示）

第６条 応急業務実施者は、甲の指示を受けて応急対策業務を実施するものとする。

（応急対策業務の報告）

第７条 応急業務実施者は、応急対策業務を実施したときは、当該業務の完了後速やかに、その実施

した業務内容等を甲に報告するものとする。
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（費用の負担）

第８条 応急対策業務の実施に要した費用については、甲の負担とする。

（災害補償）

第９条 この協定に基づいて業務に従事した者が、本業務において負傷し、若しくは疾病にかかり、

又は死亡した場合の災害補償については、業務従事者の使用者の責任において行うものとする。

（労働者災害補償保険法の適用）

（連絡責任者）

第１０条 この協定に基づく応急対策業務を円滑に実施するため、甲にあっては当該業務を実施する

中央市災害対策本部長を、乙にあっては当該地域に係る建設協力会災害対策本部長を連絡責任者と

する。

（実施細目）

第１１条 この協定に基づく応急対策業務の実施に関し必要な事項については、その地域の実情に応

じ別に定めるものとする。

（協定の適用）

第１２条 この協定は、平成18年４月20日から適用する。

（協議）

第１３条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度甲乙協議

して定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。

平成18年４月20日

（甲） 中央市長

（乙） 中央市建設協力会

会 長


